
府省庁名：農林水産省 （単位：千円）

令和４年度
当初予算額

令和５年度
概算決定額

対前年度
増減額

対前年度比

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ｂ／Ａ）

 １－１　農林水産省（非公共）
○ 農山漁村の振興

・ 農山漁村振興交付金 9,751,763 9,069,865 △ 681,898 93.0% 1,440,000 　地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む
地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上
や雇用の増大に結びつける取組に対し、取組の発展段階に応
じて総合的に支援。

　うち山村活性化支援交付金 784,367 780,000 △ 4,367 99.4% - 山村の活性化を図るため、山村の特色ある地域資源の活用
等を通じた所得・雇用の増大を図る取組を支援。

　うち最適土地利用総合対策 9,751,763 9,069,865 681,898 93.0% - 中山間地域等における農用地保全を図るため、地域ぐるみ
の話合いによる最適な土地利用構想の策定、基盤整備等の条
件整備、鳥獣被害防止対策、粗放的な土地利用等の総合的な
対策を推進。

　うち中山間地域等農用地保全総合対策 - - - - 1,440,000 中山間地域等対策として最適土地利用総合対策を前倒して
要求し、地域ぐるみの話合いや農用地保全等の取組に必要と
なる費用を措置。

　うち中山間地農業推進対策 - - - - 1,440,000 中山間地域等において、地域の社会課題解決及び魅力向上
のため、収益力向上、販売力強化、生活支援等に関する具体
的な取組、デジタル技術の導入・定着を支援

○ 中山間地農業の活性化支援

・ 中山間地農業ルネッサンス事業
（優先枠等を設けて実施）

40,700,000 40,713,000 13,000 100.0% - ・地域別農業振興計画に基づき、収益力向上、販売力強化、生
活支援等に関する具体的な取組、複数の農村集落の機能を補
完する「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の形成、デジタル
技術の導入・定着に関する取組を推進するほか、各種支援事
業における優先枠の設定や支援の強化等により、中山間地域
の多様な取組を総合的に支援

○ 日本型直接支払の実施
・ 多面的機能支払交付金 48,702,000 48,652,000 △ 50,000 99.9% - 農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域共同

で行う多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農
道等）の質的向上を図る活動を支援。

・ 中山間地域等直接支払交付金 26,100,000 26,100,000 0 100.0% - 中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正するこ
とにより、耕作放棄の防止や機械・農作業の共同化等、農業生
産活動を将来に向けて維持するための活動を支援。
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 １－１　農林水産省（非公共）
○ 鳥獣被害防止対策の推進

・鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推
進

10,139,436 9,712,511 △ 426,925 95.8% 3,700,000 ・農作物被害のみならず農山漁村の生活に影響を与える鳥獣
被害の防止のため、鳥獣の捕獲等の強化やジビエ利用拡大へ
の取組等を支援
・森林におけるシカ被害の効果的な抑制のため、林業関係者
のシカ捕獲効率を向上させるための技術導入や国有林野にお
けるシカ捕獲等を実施

○ 農地集積・集約化と農地利用の最適化
・ 農地耕作条件改善事業 24,790,000 20,043,000 △ 4,747,000 80.9% - 農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地

域の多様なニーズに応じたきめ細かな耕作条件の改善、高収
益作物への転換や営農定着、麦・大豆の増産に必要な取組等
をハードとソフトを組み合わせて支援。

○ 農業関係施設整備
・ 強い農業づくり総合支援交付金のうち
産地基幹施設等支援タイプ

12,565,973 12,051,713 △ 514,260 95.9% - 産地の収益力の強化のため、農畜産物の生産・供給の基幹
となる施設の整備を支援

○ 生産振興対策
・ 野菜価格安定対策事業のうち

特定野菜等供給産地育成価格差
補給事業

15,611,883 15,621,293 9,410 100.1% 8,090,000 ・野菜価格安定対策の加入者に対し、野菜価格が保証基準額
を下回った場合に、その差額の一部を生産者補給金として交
付等（振興山村に指定された地域等において、対象産地の面
積要件を一部緩和。）

○ 担い手の育成・確保
・ 農業次世代人材投資事業 20,700,000 19,225,270 △ 1,474,730 92.9% - 次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農前

の研修を後押しする資金（２年以内）及び就農直後の経営確立
に資する資金（５年以内）を交付。

なお、本事業は、令和３年度までの採択者（継続分）のみの
要求となる。
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 １－１　農林水産省（非公共）
・ 農の雇用事業 20,700,000 19,225,270 △ 1,474,730 92.9% - 農業法人等が労働環境を改善しつつ行う新規就業者への実

践研修及び新たな法人設立に向けた研修や多様な人材の確
保等を支援。

なお、本事業は、令和３年度までの採択者（継続分）のみの
要求となる。

・ 新規就農者育成総合対策 20,700,000 19,225,270 △ 1,474,730 92.9% 2,600,000
の内数

農業への人材の一層の呼び込みと定着を図るため、経営発
展のための機械・施設等の導入を地方と連携して親元就農も
含めて支援するとともに、伴走機関等による研修向け農場の整
備、新規就農者への技術サポート等の取組を支援。また、就農
に向けた研修資金、経営開始資金、雇用就農の促進のための
資金の交付、農業大学校・農業高校等における農業教育の高
度化、リカレント教育の充実等の取組を支援。

・みどりの食料システム戦略推進総合対
策

836,798 696,051 △ 140,747 83.2% 3,000,000 ・「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて、調達から生
産、流通、消費までの各段階に取り組むモデル地区の創出と
それに向けた環境整備を支援

○ 金融対策
・ 中山間地域活性化資金 (22,000,000) (20,700,000) △ 1,300,000 94.1% - 中山間地域において、農林漁業を総合的に振興して地域の活

性化を図るため、地域の農林畜水産物の加工の増進及び流通の
合理化、農林漁業資源の総合的利用等を目的とした長期低利の
資金を融資。

・ 振興山村・過疎地域経営改善資金 (200,000) (200,000) 0 100.0% - 振興山村又は過疎地域の農林漁業者等が、その地域の自然
的・経済的条件に適応した経営の改善や農林漁業の振興を図る
ことにより、所得の安定確保や地域の活性化が実現できるよう、
必要な長期低利の資金を融資。

○ みどりの食料システム構築に向けた
　　地域の事業活動支援
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 １－２　農林水産省（公共）
○ 農林水産業の基盤整備

・ 農業農村整備事業 332,136,192 332,303,000 166,808 100.1% 167,700,000 農業の競争力強化や農村地域の国土強靱化を図るため、農地
の大区画化・汎用化、農業水利施設の適切な更新・長寿命化、防
災重点農業用ため池対策、農業用ダムの洪水調節機能強化や
田んぼダムの取組拡大等を推進。
　農村の情報通信環境、農道、集落排水施設等の整備を推進。

・ 農山漁村地域整備交付金 78,398,000 77,390,000 △ 1,008,000 98.7% - 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁
村の防災・減災対策を支援。

 ２－１　水産庁（非公共）

○ 水産日本の復活
・ 浜の活力再生・成長促進交付金のうち

水産業強化支援事業
2,634,198 2,286,013 △ 348,185 86.8% - 「浜の活力再生プラン」に位置付けられた共同利用施設の整

備、環境負荷低減対策、密漁防止対策、水産業のスマート化の推
進等の取組を支援。

 ２－２　水産庁（公共）
○ 農林水産業の基盤整備

・ 水産基盤整備事業 72,669,000 72,906,000 237,000 100.3% 27,000,133 拠点漁港の流通機能強化と養殖拠点の整備、環境変化に対応
した漁場整備や藻場・干潟の保全・創造、漁港施設の強靱化・長
寿命化対策を推進。さらに、既存漁港施設の改良・除却や生活・
就労環境改善対策等を推進。

・ 農山漁村地域整備交付金
（再掲）

78,398,000 77,390,000 △ 1,008,000 98.7% - 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁
村の防災・減災対策を支援。

注２）貸付けは（　）書き。

注１）表中の事業については、振興山村等条件不利地域を対象にしたもの、振興山村で採択基準の緩和等優遇措置があるもの、事業内容的に振興山村での実施が見込まれるもの
等であり、各事業の予算額については振興山村分として明確な区分ができないものについは、全国分を一括計上している。




